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タイ、インドネシアなどでもデータセンター投資が

拡大しており、ASEAN は AI 時代のデジタルインフ

ラ拠点として存在感を高めている。

　こうした変化を受け、ASEAN では 2025 年に

「ASEAN Responsible AI Roadmap（2025 – 

2030）」が策定され、AI 活用の推進だけでなく、

AI ガバナンス、人材育成、デジタルインフラ整備、

国際協力まで含めた地域全体の方向性が示された。

AI は個社の業務改善ツールではなく、地域全体の競

争力を左右する戦略テーマとして位置付けられ始め

ている。また、ASEAN の AI ガバナンスには、イノ

ベーションを阻害しない柔軟な制度設計を重視する

特徴がある。EU が「AI Act」※ 2 による法的拘束力

を持つ規制枠組みを整備しているのに対し「ASEAN 

Guide on AI Governance and Ethics」※ 3 は自主

的な適用を前提とし、各国・企業の状況や AI のリ

スクに応じた柔軟な運用を重視している。多様な発

展段階にある国々を抱える ASEAN では、共通の原

則を示しながらも、各国や企業による AI の実装・

イノベーションを促進するアプローチが採られてい

る。

　こうした環境下では、企業にとって、制度や業界

標準が完全に整備されるのを待つのではなく、適切

なリスク管理を行いながら、優先度の高い領域から

1	 ASEANにおいて地域AI ビジョンが必要とな	

	 る背景

　東南アジア諸国連合（ASEAN）では、生成 AI の

急速な普及を背景に、AI は業務効率化のためのツー

ルから企業競争力を左右する経営テーマへと変化し

ている。一方、多くの在 ASEAN 日系企業では部門

単位での AI 活用が先行する一方、全社として目指

す姿や優先順位が十分に整理されていないケースも

少なくない。本章では、ASEAN 市場や企業を取り

巻く環境変化を踏まえ、地域 AI ビジョンの策定が

求められる背景について整理する。

1）	 AI 競争の激化により迅速な対応を迫られる		

	 ASEAN市場

　ASEAN では、AI 活用はもはや一部企業による概

念実証（PoC）の段階ではない。生成 AI の急速な

進展を背景に、AI は企業競争力を左右する経営テー

マとなり、競争環境そのものが大きく変化している。

「e-Conomy SEA 2025」によれば、ASEAN では

AI スタートアップへの投資が拡大し、スタートアッ

プにおける AI 関連投資は地域全体の民間資金調達

額の約 30％を占めている。また、AI 需要を支える

データセンターについても、アジア太平洋（APAC）

平均を上回るペースで設備容量が拡大し、今後

4,600MW を超える新規容量が計画されている※ 1。

こうした拡大の背景には、デジタル経済や AI 需要

の成長に加え、米中双方と経済関係を持ちながら特

定の陣営に過度に依存しない ASEAN の地政学的な

位置付けもある。シンガポールに加え、マレーシア、

ASEANにおけるAI活用を成功に導くビジョンロードマップ
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※ 1　Bain & Company, Google, and Temasek「e-Conomy SEA 
2025」
※ 2　EU AI Act（Regulation（EU）2024/1689）2024 年制定
※ 3　ASEAN 事務局「ASEAN Guide on AI Governance and Ethics」
2024 年発行
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AI の導入と検証を迅速に進めることが重要となる。

慎重な意思決定を重ねる間にも競争環境は変化し続

けており、AI 競争は「導入するかどうか」ではなく「い

かに早く事業へ実装し、競争力へ結び付けるか」を

競う段階へ移行している。

2）	 部門単位の PoC拡大だけでは実現できない全	

	 体最適

　競争環境の変化を受け、多くの企業では営業、マー

ケティング、製造、バックオフィスなど、それぞれ

の部門で AI 導入の検討が進んでいる。まずは小規

模な PoC から始め、効果を確認しながら活用範囲

を広げるアプローチは、AI 活用を推進する上で有

効な第一歩である。一方で、部門ごとに PoC を積

み重ねるだけでは、個々の取り組みが分散し、必ず

しも全社としての事業成果には結び付かない。実際、

世界全体では 74％の企業が AI による十分な価値創

出や全社展開に苦戦していることが報告されている
※ 4。一方、AI 活用で高い成果を創出している企業

では、個別のユースケースを増やすだけでなく、経

営目的と AI 活用の方向性を全社で共有した上で、

組織・ガバナンス、データ、人材などの基盤を一体

的に整備している※ 5。ASEAN においても企業間で

AI 成熟度には大きな差があり、AI 活用を拡大する

上では、組織能力やガバナンスが重要な課題となっ

ている※ 6。さらに、ASEAN の AI 政策においても、

全社的な AI 戦略の重要性が示されており、AI エー

ジェントについても、部門ごとの個別導入ではなく、

組織横断で連携・統制するオーケストレーションの

必要性が指摘されている※ 7。

　実際には、部門単位では PoC が成功しているに

もかかわらず、全社として投資優先順位やデータ活

用方針が整理されておらず、部門ごとに AI ツール

が林立したり、データがサイロ化したりするケース

は少なくない。PoCを事業成果へつなげるためには、

個々の施策を増やすことよりも、全社共通の AI ビ

ジョンの下で施策の優先順位と、それを支える組織・

データ・人材の基盤を一体的に設計することが重要

である。

3）	 本社方針待ちでは追いつかないASEAN市場の	

	 変化

　AI 技術や市場環境が急速に変化する中、本社が

AI 活用のテーマや導入方法までトップダウンで判断

する従来型の進め方では、ASEAN 各国で生じる市

場変化や現場ニーズへ迅速に対応することが難しく

なっている。市場環境の変化に柔軟に対応するため

には、本社が全社的な方針やガバナンスを担う一方、

具体的な AI 活用については現地へ適切に権限を移

譲し、迅速に意思決定できる組織運営が重要である

ことが示されている※ 8。また、現場へ意思決定権限

を与えることや、分散型の意思決定は組織のアジリ

ティー向上につながる重要な要素として位置付けら

れている※ 9※ 10。

　ASEAN では、国ごとに顧客ニーズや商習慣、法

規制、デジタル化の進展度が大きく異なる。そのた

め、日本本社で一律に方向性を定めるだけでは、市

場変化へ十分に対応できない場面も増えている。現

場では AI 活用のニーズが高まっている一方、本社

判断を待つ間に、市場環境や競争環境が変化し、競

合企業に先行される可能性もある。その結果、新た

なサービスや業務プロセスの展開において、機会を

十分に生かせない場面が生じることも考えられる。

※ 4　Boston Consulting Group ウェブサイト「AI Adoption in 2024: 
74% of Companies Struggle to Achieve and Scale Value」2024 年
8 月 24 日
※ 5　McKinsey & Company ウェブサイト「The state of AI in 2025: 
Agents, innovation, and transformation」2025 年 11 月
※ 6　Boston Consulting Group ウェブサイト「Unlocking Southeast 
Asia’s AI Potential」2025 年 4 月 7 日
※ 7　PwC ウェブサイト「PwC’s AI Agent Survey」2025 年 5 月 17 日
※ 8　McKinsey & Company ウェブサイト「Managing the forces 
of fragmentation: How IT can balance local needs and global 
efficiency in a multipolar world」2023 年 6 月 2 日
※ 9　Deloitte ウェブサイト「Three keys to organizational agility」
2020 年 11 月 15 日
※ 10　Deloitte ウェブサイト「Business Agility: a counterintuitive 
approach」
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　ASEAN 市場の特性を踏まえると、本社がすべて

の意思決定を担う従来型の進め方だけでは限界があ

る。本社が全体方針やガバナンスを担いながらも、

ASEAN 拠点が地域市場の実態を踏まえて主体的に

判断し、継続的に AI 活用を進化させることが、今

後ますます重要となる。こうした市場環境の変化を

踏まえると、ASEAN 各国の市場特性や成熟度の違

いを前提としながら、地域として目指す AI 活用の

方向性や優先順位を共有することの重要性は、これ

まで以上に高まっている。

2	 ASEAN特性を踏まえたAI ビジョンの方向性

　AI ビジョンは、単に最新の AI 技術を導入するた

めの計画ではない。ASEAN では、顧客接点のデジ

タル化、人材の流動性、国・地域ごとに異なる市場

環境など、日本とは異なる事業特性を踏まえながら

「どのような価値を創出するか」という視点で AI 活

用の方向性を定めることが重要である。本章では、

ASEAN 市場に適した AI ビジョンの基本的な考え方

について整理する。

1）	 ASEAN顧客接点を前提としたAI 活用

　ASEAN では、企業と顧客との接点が急速にデジ

タルチャネルへ移行している。「e-Conomy SEA 

2025」によれば、ASEAN のデジタル経済は引き

続き高い成長を続けており、消費者は商品検索から

比較、購買、アフターサービスまでをオンライン

上で完結させることが一般的になりつつある 。ま

た、デジタル利用動向調査では、モバイル端末がイ

ンターネット利用の中心となり、SNS やデジタル

プラットフォームが企業と顧客をつなぐ主要な接点

として定着していることが示されている※ 11。顧客

は必要な情報をリアルタイムで取得し、自ら比較・

検討しながら購買意思決定を行うことが一般的とな

り、企業には従来以上に迅速かつ継続的な顧客対応

が求められている。

　こうした市場環境の変化を受け、AI の役割も大き

く変化している。従来は社内業務の効率化やコスト

削減を目的とした活用が中心であったが、現在では

顧客との接点そのものを高度化する手段として期待

されている。AI チャットボットによる 24 時間対応、

顧客属性や購買履歴に応じたレコメンド、SNS 上で

の問い合わせ対応、顧客ごとに最適化された情報・

プロモーションの提供など、AI を活用したリアルタ

イムな顧客体験の提供は、企業競争力を左右する重

要な要素となっている。ASEAN の AI 政策でも、人

間中心（Human-centric）、包摂性（Inclusiveness）、

信頼性（Trustworthiness）を基本原則として掲げ、

市民・利用者との接点を含めた責任ある AI 活用を

推進している※ 12。

　ASEAN のもう一つの特徴は、AI 技術を実際の

顧客接点へ届ける「ラストワンマイル」の実装が速

いことである。配車アプリの Grab や EC サイトの

Shopee など、日常生活に深く浸透したデジタルプ

ラットフォームでは、AI を検索、レコメンド、顧客

対応、購買支援などのサービスへ組み込み、利用者

が日常的に AI の価値を享受できる環境が広がって

いる。例えば Grab では、利用者、加盟店、ドライ

バーの行動・取引データや位置情報など、スーパー

アプリ上で蓄積される多様なデータを活用し、パー

ソナライゼーションや需要予測、配車支援などの AI

機能を展開している※ 13 ※ 14。こうしたデジタルプ

ラットフォームの普及を背景に、AI を技術実証にと

どめず、顧客が実際に利用するサービスへ迅速に実

装できることは、ASEAN 市場の特徴の一つといえ

る。ASEAN 市場では、AI を単なる業務効率化ツー

ルとして位置付けるのみでは十分とはいえない。デ

※ 11　We Are Social and Meltwater 「Digital 2025」
※ 12　ASEAN 事務局 「ASEAN Responsible AI Roadmap（2025–
2030）」2025 年
※ 13　Grab Tech ウェブサイト「User foundation models for Grab」
2025 年 9 月 26 日
※ 14　Grab ウェブサイト「New AI ride guidance feature predicts 
ride demand areas」2025 年 4 月 8 日
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ジタルチャネルを中心に顧客との接点が形成される

現在、AI ビジョンも顧客接点を起点として設計する

ことが重要である。どの業務を自動化するかではな

く「顧客へどのような価値を提供するか」という視

点から AI 活用を検討することで、AI は新たな顧客

体験を創出し、企業競争力を高める基盤となる。

2）	 人を置き換えるAI ではなく支援するAI

　ASEAN では、多くの国で人材不足や人材の流動

性が経営課題となっている。そのため、AI ビジョン

を検討する際も、人を置き換えることを目的とする

のではなく、人がより高い付加価値業務へ集中でき

る環境を構築するという視点が重要である。

　ASEAN における AI ガバナンスの基本方針では、

人間中心（Human-centric）の考え方を基本原則と

して掲げ、人間の能力を補完・強化する AI 活用を

推進している※ 15。AI は人間の判断を代替するもの

ではなく、人間がより良い意思決定を行うための支

援ツールとして位置付けられている。

　実際のプロジェクトでは、営業やカスタマーサ

ポートだけでなく、システム開発や設計・製造部門

においても、人材の経験やスキルによる品質や生産

性のばらつきが大きいという課題がしばしば挙げら

れる。そのため、AI の役割は業務の自動化だけでは

なく、熟練者のノウハウや暗黙知を共有し、サービ

ス品質や業務品質を標準化するとともに、組織全体

へ知識を蓄積・継承するための基盤として活用する

ことが期待される。AI を組織全体のナレッジ基盤と

して活用することで、人材の異動や世代交代が進ん

でも、継続的にサービス品質や競争力を維持できる

組織づくりにつながる。

3	 AI ビジョンロードマップ策定ステップ

　ASEAN 市場における AI ビジョンは、単に AI 活

用テーマを列挙するものではない。市場環境や経営

課題を踏まえ「どのような価値を実現したいのか」

を明確にした上で、具体的な施策へ落とし込むこと

が重要である。本章では、ASEAN 市場で実効性の

ある AI ビジョンを策定するための基本的なステッ

プを示す。

	 図表 1	 ASEANにおけるAI ビジョンのフレームワーク

	 出所）	 NRI 作成

※ 15　ASEAN 事務局 「ASEAN Responsible AI Roadmap（2025–
2030）」2025 年
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のまま採用するのではなく、経営課題との整合性や

事業インパクトを踏まえて整理することが重要とな

る。AI ビジョンとは、AI 導入計画ではなく、経営

戦略を実現するための共通指針といえる。

3）	 実現性とインパクトを踏まえてAI 施策を選定	

	 する

　AI ビジョンが定まった後は、それを実現するため

の具体的な施策を検討する。重要なのは「できるこ

と」を並べるのではなく「やるべきこと」を選択す

ることである。

　現場からは数多くの AI 活用案が挙がることも少

なくない。しかし、そのすべてを同時に実施するこ

とは現実的ではない。期待される事業インパクトだ

けでなく、データの整備状況、システム環境、必要

な人材、導入難易度なども踏まえ、実現性とのバラ

ンスを評価しながら優先順位を整理することが重要

である。

　その上で、短期間で成果を確認できる PoC テー

マと、中長期的に取り組むテーマを整理し、段階的

な展開計画を描くことが求められる。限られた投資

や人材を有効活用するためにも、AI 施策には明確な

優先順位が必要となる。

4）	 AI ビジョンをロードマップへ落とし込む

　最後に、AI ビジョンを具体的なロードマップとし

て整理する。ロードマップには、短期・中長期で取

り組む施策だけでなく、推進体制、人材育成、デー

タ整備、システム基盤なども含めて整理することが

重要である。

　AI 技術や市場環境は急速に変化するため、ロード

マップは一度策定して終わりではない。成果や市場

環境の変化を踏まえながら、施策や優先順位、さら

にはビジョンそのものも継続的に見直していくこと

が重要である。特に ASEAN では、市場環境や各国

のデジタル成熟度が異なることから、全地域で同じ

計画を一律に適用するのではなく、共通のビジョン

1）	 市場・現場を起点に課題を理解する

　AI ビジョンの策定は、AI 技術から検討を始める

のではなく、ASEAN 市場や現場の実態を理解する

ことから始まる。ASEAN では国ごとに顧客ニーズ、

商習慣、競争環境、デジタル成熟度が異なるため、

日本本社で想定した課題と現場が抱える課題が必ず

しも一致するとは限らない。

　そのため、市場・競争環境の分析に加え、営業、

カスタマーサポート、製造、バックオフィスなど各

部門へのヒアリングを通じて、現場が抱える課題や

業務プロセスを整理することが重要である。実際の

プロジェクトでは、AI 活用のアイデアはデジタル・

IT 部門などの推進部門から生まれるよりも、日々顧

客と接する現場や、属人的な業務を抱える部門から

生まれることが多い。AI ビジョンの検討にあたって

は、AI の機能起点ではなく、現場課題、顧客価値

および事業成果の観点から検討することが重要であ

る。

2）	 経営目的とAI 活用の方向性を整理する

　現場課題や顧客へ提供すべき価値を整理した後

は、それらを経営目的と結び付けることが重要であ

る。売り上げ拡大、顧客体験の向上、業務効率化、

新規事業創出など、企業によって AI へ期待する役

割は異なる。現場から数多くのアイデアが出たとし

ても、それらが経営方針と整合していなければ、投

資判断や全社展開は難しくなる。

　そのため、経営層と現場が同じ方向性を共有し「AI

によって何を実現するのか」を明確にする必要があ

る。実際には、各部門から多くの AI 活用案が挙が

る一方で「なぜその投資が必要なのか」「どの経営

課題の解決につながるのか」が十分に整理されない

まま、個別の IT 投資として予算が承認されるケー

スも見られる。このような状態では、施策の成果を

適切に評価できず、その後の追加投資や全社展開の

判断も難しくなる。

　したがって、各部門から挙がった AI 活用案をそ
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を持ちながらも各拠点が柔軟に改善を重ねられる運

営が求められる。

　例えば、各部門・拠点が検討している AI 施策を

定期的に持ち寄り、全社・地域全体の観点から導入

効果や実現可能性、事業戦略との整合性などを踏ま

えて優先順位を協議する会議体を設けることが考え

られる。こうした場では、新規施策の優先順位付け

だけでなく、ロードマップに位置付けられた施策の

進展や成果を確認し、環境変化や実行結果に応じて

施策の内容、実施時期、優先順位などを見直す。こ

れにより、各部門・拠点による個別の AI 活用を尊

重しながら、企業全体として一貫性を持ってロード

マップを継続的に更新することが可能となる。

4	 AI ビジョンが絵に描いた餅にならないための、	

	 ビジョン策定後の成功要件

　ASEAN における AI ビジョンは、計画を作って終

わりではない。ビジョンを実際の現場に落とし込む

過程でこそ、多くの日系企業が特有の壁に直面する。

本章では、ASEAN ビジネスの最前線の実態を踏ま

え、AI ビジョンを真の利益貢献へと結びつけるため

の六つの成功要件をひもとく。

1）	 経営層と現場の「温度差」を埋める：お試し導	

	 入から「費用対効果の追求」へ

【市場トレンドと現場の実態】

　世界の AI 市場は、グローバル市場の調査※ 16 が示

すように「とりあえず試してみる段階」から、明確

な費用対効果を厳格に問う「本格導入・利益貢献の

段階」へ移行している。一方で、ASEAN 市場の調

査※ 17 によれば、AI 導入のトップ課題の一つに依然

として「価値の不明確さ」が挙げられている。

　日系企業の現場でも、社長が「グループ全体の売

り上げ向上」という野心的なビジョンを描く一方で、

現場の関心は「目の前の入力作業を減らすこと」や

「AI に自分の仕事を奪われる不安」に終始しており、

経営と現場で深刻な温度差が生じている。

【ASEAN企業への示唆】

　AI を成功させるには、経営トップによる明確な方

向性の提示が不可欠である。最初の導入は「現場の

悩み解消」から小さく始めつつも、初期段階から「AI

によって浮いた時間を、いかに顧客対応の増加や売

り上げ向上に直結させるか」を社内で合意しておく

	 図表 2	 AI ビジョンロードマップ策定・実行ステップ

	 出所）	 NRI 作成

※ 16　Morgan Stanley 「AI Market Trends 2026: Global 
Investment, Risks, and Buildout」2026 年 3 月 9 日
※ 17　Boston Consulting Group ウェブサイト「Unlocking Southeast 
Asia’s AI Potential」2025 年 4 月 7 日
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ことが鍵となる。

　 ま た、 現 場 の 反 発 を 防 ぐ た め に は「ASEAN 

Responsible AI Roadmap」が掲げる「包摂性（誰

も取り残さないこと）」の視点が不可欠である。AI

に不慣れなベテラン社員でも直感的に使える仕組み

を取り入れたり、業務が変わる社員に「スキルの再

教育（学び直し）」を手厚く提供したりするなど、

誰も置き去りにしないストーリーを描くことが重要

である。

2）	 AI コストの壁とセキュリティー対策：細かな	

	 コスト試算と「データ保護責任者」の配置

【市場トレンドと現場の実態】

　ASEAN における AI 導入において「コスト」はス

キル不足や既存システムとの統合課題と並ぶ「主要

な障壁の一つ」である※ 18。生成 AI は処理する情報

量（トークン数）に応じた従量課金が基本となるた

め、「1 回あたり・1 人あたりの利用コスト」のミク

ロな試算が不可欠だ。例えば、営業担当者が過去の

社内規定や対応履歴（RAG〔Retrieval-Augmented 

Generation：外部の情報を検索して回答を生成す

る技術〕経由で約 2,000 トークン）を参照し、顧

客への回答案（約 400 トークン）を作成させる場

合、1 回あたり数セントの原価が発生する。これを

全社員規模に展開して初めて、手作業との投資利益

率（Return on Investment：ROI）比較が可能に

なる。

　同時にセキュリティーの脅威も深刻化している。

従業員の勝手な利用による「シャドー AI※ 19」だけ

でなく、悪意ある指示で AI の制限を回避させる「プ

ロンプトインジェクション」や、データ入力を基に

学習データに偽情報を混入させる「データ汚染」と

いったサイバー攻撃の標的となっている。AI の安全

性は統制／ガバナンスの両面で高めていく必要があ

る。

【ASEAN企業への示唆】

　新たな脅威から自社を守るため、最高経営責任

者（Chief Executive Officer：CEO）主導で責任

ある AI（Responsible AI：RAI）の自社ガイドラ

	 図表 3	 AI に関するセキュリティー脅威例

	 出所）	 NRI 作成

※ 18　ASEAN 事務局 「ASEAN Responsible AI Roadmap（2025–
2030）」2025 年
※ 19　会社が管理していない形での AI 利用。機密情報漏えいにつながる
リスクがある
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インを策定する必要がある。「ASEAN Guide on 

AI Governance and Ethics」が示すように、利用

者に AI チャットボットであることを明示する「透

明性」、学習データの偏りによる性別・国籍など

の差別を防ぐ「公平性」、前述の攻撃から守る「セ

キュリティー」、AI に最終判断を委ねず人間が関与

（Human-in-the-loop）する「人間中心主義」といっ

た ASEAN 基準を参考にすることが重要である。

　さらに、ASEAN 各国の個人情報保護関連法令な

どの厳格化に対応するため、データプライバシー

を統制する「データ保護責任者（Data Protection 

Officer：DPO）」を組織内に設置・関与させ、コン

プライアンスの防波堤を築くことも極めて重要であ

る。

3） 	組織と文化の変革：現場と経営をつなぐ「全社	

	 横断のAI 統括部門」の設置

【市場トレンドと現場の実態】

　「AI の価値実現の大部分は、人・業務プロセス・

企業文化の変革にかかっている」と指摘されている
※ 20。しかし、ASEAN に展開する日系企業は、国や

事業ごとに組織が分断されており、全体をまとめる

リーダーが不在になりがちである。現場任せにする

と、各部門がバラバラに外部の AI ツールを導入し

てしまい、中でどのような処理が行われているか分

からない「ブラックボックス化」した AI が不適切

な回答を返すリスクを抱えることになる。

【ASEAN企業への示唆】

　多角化する ASEAN 事業をまとめるには、全社横

断で統制と技術支援を担う「AI プロジェクト推進室（AI 

Project Management Office：AI-PMO ）」または「AI

推進の専門中核組織（AI Center of Excellence：

AI CoE）」と、現場の ROI に責任を持つ「各事業部

門の AI 推進責任者」が二人三脚で伴走する体制が

不可欠である。

　さらに AI-PMO は、各部門が導入する外部 AI に

対しガバナンスを利かせる「品質保証（Quality 

Assurance：QA）部門」の役割を担うべきである。

	 図表 4	 組織と文化の変革：AI 推進を加速させるハイブリッド型推進体制（現場×AI-PMO×経営）

	 出所）	 NRI 作成

※ 20　Boston Consulting Group ウェブサイト「Unlocking 
Southeast Asia’s AI Potential」2025 年 4 月 7 日
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具体的には、ベンダーに「AI モデルカード（学習

データや限界が記された取扱説明書）」の提出を求

めてブラックボックス化を防ぐ。加えて、シンガポー

ル政府主導で開発された客観的 AI 検証ツール「AI 

Verify（生成 AI 向けには Project Moonshot）」な

どを活用し、自社で採用する AI の脆弱（ぜいじゃく）

性をスコア化し、経営層や DPO へ報告するプロセ

スを組み込むべきである。

4）	 深刻なAI 人材不足への対策：自社開発へのこ	

	 だわりを捨て、外部の力を徹底活用する

【市場トレンドと現場の実態】

　ASEAN 各国では AI 専門家の需要が爆発的に増加

しており、ASEANの最新給与動向調査※21によれば、

シンガポールなどではトップクラスのデータ専門家

の年収が 3,000 万円に達している。さらに ASEAN

の労働市場は流動性が高く、多大なコストをかけて

高度人材を採用・育成しても、すぐに競合他社へ流

出するリスクが常につきまとう。日系企業が従来の

年功序列的な給与体系のまま高度な AI 技術者を採

用し、AI システムを「すべて自社開発」しようとす

るアプローチは、採用の段階で完全に頓挫するリス

クが高い。

【ASEAN企業への示唆】

　取るべき生存戦略は、徹底した「外部調達と提

携」へのシフトである※ 22。グローバルベンダー

の製品に限らず、例えばタイ語特化の基盤モデル

「ThaiLLM」※ 23（タイ）や東南アジア言語に強い

「SEA-LION」※ 24（シンガポール）、あるいはマレー

シアの Fintech※ 25 系 AI スタートアップが提供す

る SaaS（Software as a Service：クラウド経由

で提供されるソフトウエアサービス）など、現地の

言語や商慣習に根付いた優れた技術・エコシステム

を自社システムに連携させていくのが得策である。

　その上で、限られた社内の人材育成予算は、これ

らの外部ツール群を組み合わせて現場課題を解決で

きる「AI ビジネスアナリスト（プロンプトエンジニ

アなどを含む）」へのリスキリング※ 26 に全振りする

現実的なアプローチが強く求められる。

5）	 自社データこそ最大の武器：「泥くさい」情報	

	 整理と業務ルールの統一

【市場トレンドと現場の実態】

　グローバルにおいて「企業独自のデータセットこ

そが最大の競争優位性になる」と強調される一方
※ 27、ASEAN では「不十分なデータマネジメント」

が致命的なボトルネックであると指摘されている※28。

　例えば「事業 A（製品販売）の顧客データ、事

業 B（サブスクリプションなどのサービス）の契約

データ、そしてカスタマーサポートの問い合わせ履

歴を統合し、最適な提案を自動化する」という華や

かなビジョンを描いても、ボタン一つで AI が答え

を出してくれるわけではない。現実には以下のよう

な「AI-Ready（AI が読み込める状態）」にするため

の泥くさい整備が立ちはだかる。

　「名寄せ」と顧客 ID の統合：店舗での購買、オン

ライン契約、サポート履歴で表記揺れしている顧客

データを、泥くさいクレンジングによって「真のシ

ングルカスタマービュー（一つの顧客 ID）」に統合

し直す。

　「暗黙知」の形式知化とラベル付け：熟練技術者

のノウハウやトップ営業の暗黙知（自由記述の報告

※ 21　JAC Recruitment 「SALARY GUIDE 2026 Employment 
Market Trend & Insight」2025 年 12 月
※ 22　Morgan Stanley 「AI Market Trends 2026: Global 
Investment, Risks, and Buildout」2026 年 3 月 9 日
※ 23　https://thaillm.or.th/
※ 24　https://sea-lion.ai/
※ 25　金融（Finance）と技術（Technology）を掛け合わせた造語
※ 26　新しい環境に適応するために必要なスキルを習得すること
※ 27　Morgan Stanley 「AI Market Trends 2026: Global 
Investment, Risks, and Buildout」2026 年 3 月 9 日
※ 28　Boston Consulting Group ウェブサイト「Unlocking 
Southeast Asia’s AI Potential」2025 年 4 月 7 日

https://thaillm.or.th/
https://sea-lion.ai/
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書など）を読み解き「症状・原因・対処法」といっ

た項目ごとにタグを付け、構造化データに変換する。

【ASEAN企業への示唆】

　データが汚い根本原因は「現場の業務プロセスが

標準化されていないこと」にある。各営業拠点によっ

て日報の書き方が違ったり、支社ごとに異なるシス

テムを使っていたりする状態では、高度な AI を導

入しても「Garbage in, Garbage out（ゴミを入

れればゴミが出てくる）」にしかならない。AI ツー

ルの開発よりも先に、現場の業務フローを見直し、

データの入力ルールを統一する「泥くさい業務プロ

セスの標準化」に多大なリソースと覚悟を割く必要

がある。

6）	 変化に強いシステムづくりと、現場に任せるス	

	 ピード決断

【市場トレンドと現場の実態】

　AI 技術は数週間単位で進化し、覇権が入れ替わ

る。そのため、特定の AI モデルや業者に依存して

抜け出せなくなる状態を防ぐ「特定の技術に縛られ

ない柔軟なシステム構造」を持つことが強く求めら

れている※ 29。従来のシステム開発のように、業務

システムと特定の AI をガッチリ結びつけてしまう

と、より安価で賢い他社の AI が登場した際に乗り

換えができず、多大な機会損失を生む。

【ASEAN企業への示唆】

　企業が目指すべきは、システムをブロックのよう

につなぎ「裏側の AI をいつでも差し替えられる仕

組み」をつくることである。

　ユーザーが使う画面と AI の間に「橋渡し役のシ

ステム」を挟むことで、全体のつくり直しをせずに

最新の AI へ切り替えが可能になる。さらに「単純

な情報の抽出」には安価で動作の軽い AI を使い「複

雑な文章の作成」には賢い高性能な AI を使うといっ

た、用途に応じた使い分けをすべきである。

　このような仕組みがあれば、一定の予算枠を現場

に 渡 し「ASEAN Responsible AI Roadmap」 な

どで推奨される「安全な実験環境」の下で「まずは

安価な AI で小さく早く試し、効果が出れば本格的

な AI へ切り替えて全社に広げる」という、状況に

応じた素早い投資と意思決定が可能になる。

※ 29　Boston Consulting Group ウェブサイト「Unlocking 
Southeast Asia’s AI Potential」2025 年 4 月 7 日

	 図表 5	 独自データという最大の防壁：「泥くさい」データ統合と業務プロセスの標準化

	 出所）	 NRI 作成
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5	 おわりに

　本稿では、ASEAN 市場において地域 AI ビジョン

が求められる背景から、ASEAN 特性を踏まえた AI

ビジョンの方向性、ビジョンロードマップの策定ス

テップ、そしてビジョンを実行へ結び付けるための

キーサクセスファクターについて整理した。

　ASEAN 市場では、AI はもはや単なる業務効率化

ツールではない。顧客体験の向上、新たな事業価値

の創出、さらには企業競争力そのものを左右する経

営基盤へと位置付けが変化している。一方で、AIツー

ルを導入するだけで競争優位を確立できる時代でも

ない。AIビジョンを描き、それを各部門の施策やロー

ドマップへ落とし込み、組織・データ・人材・ガバ

ナンスを含めて継続的に実行していくことが重要で

ある。

　特に ASEAN では、国ごとに市場環境や顧客ニー

ズ、デジタル成熟度が異なるため、日本本社で策定

した方針をそのまま展開するだけでは十分とはいえ

ない。地域共通のビジョンを持ちながらも、現地が

主体的に判断し、小さく始めて継続的に改善を重ね

ていく柔軟な推進が求められる。こうした積み重ね

が、変化の速い ASEAN 市場において持続的な競争

力を生み出す原動力となる。

　また、AI 活用の成否は、最新の AI モデルを採用

したかどうかだけで決まるものではない。現場課題

の理解、経営との整合、データ整備、業務プロセス

の標準化、人材育成、そして AI ガバナンスといっ

た「泥くさい」取り組みを着実に積み重ねられるか

どうかが、長期的な競争優位を左右する。AI は魔法

の技術ではなく、企業変革を支える経営基盤として

捉えることが重要である。

　今後、ASEAN における AI 競争はさらに加速し、

企業間の差は AI を導入したかどうかではなく「地

域に根ざした AI ビジョンを描き、それを継続的に

実行・進化させられるか」によって決まっていくと

考えられる。地域特性を踏まえた明確なビジョンと、

それを支える着実な実行力を両立できる企業こそ

が、ASEAN 市場において持続的な競争優位を確立

していくことが期待される。

　本稿を通じて、日系企業に提言したい具体的なア

クションは明確である。まずは、各部門で散発的に

進む「お試し導入（PoC）」をただ増やすのではなく、

一度立ち止まって全体像を描き直すことだ。まず着

手すべきは、ASEAN 地域として狙うべき「事業の

	 図表 6	 テクノロジーに依存しない柔軟なAI アーキテクチャーの検討例

	 注）	 Application Programming Interface の略。ソフトウエアやシステム同士が機能やデータをやりとりするための接続仕様
	 出所）	 NRI 作成
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櫻井  翔太朗（さくらい  しょうたろう）
NRI タイ
System Consulting Group
Group Manager
専門は、IT 組織改革、グローバル IT
マネジメント改革（戦略立案・実行支援）、
デジタル・AI を活用した業務変革支援

酒井  勇喜（さかい  ゆうき）
NRI タイ
ASEAN Manufacturing Practice, 
ASEAN Go-to-Market Consulting 
Group
コンサルタント
専門は、ASEAN 経済・産業動向、実
行支援、公共政策など

優先領域」を定義し、本社が守るべき「ガバナンス

（共通原則）」と、現地に任せる「裁量」の境界を明

確に定めることである。

　その上で、部門横断で技術支援と統制を担う推進

組織（AI-PMO など）を組成し、外部エコシステム

の積極的な活用や、データ・業務の泥くさい標準化

に今すぐ踏み出すべきである。この「全体ビジョン

の共有」と「泥くさい実行力」の両輪を回すことこ

そが、激動の ASEAN 市場で勝ち残るための確実な

第一歩となる。

（監修：津崎  直也）
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